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1 R2.1.10 R2.3.2
「損害賠償請求控訴事件に係る訴訟代理人（弁護士）の選任について」
（２８主資計第３４１号）及び「上告受理申立て事件に係る訴訟代理人
（弁護士）の選任について」（３１主資計第４６６号）に係る原議

14 1 1 1 1

（７条２号、３号）
・被控訴人、事件番号は事件が特定できる情報であるため、開示すれば裁判所において訴訟記録の閲覧が可能と
なる。本件事件の訴訟記録には、被控訴人の所有財産に関する情報が記載されている。これらの情報は、被控訴
人が個人の場合には、特定の個人を識別できる情報が含まれている。被控訴人が法人である場合には、所有財産
に関する情報は、法人が本来の事業活動を行う上で、広く一般に公にしている情報とは認められず、公にするこ
とで、法人の競争上又は事業運営上の地位、その他社会的な地位が損なわれる。よって、公にすることで、当該
個人情報又は法人の所有財産に関する情報及び本処分で非開示とした情報を開示したのと同様の結果を招くた
め。
・判決言渡日、控訴日、上告受理申立日はその他ホームページ等に載っている情報と照合することにより、請求
対象の訴訟事件の特定につながり得る情報であり、公にしてしまうと訴訟記録に含まれている個人情報又は法人
の所有財産に関する情報を開示することと同様の結果を招くため。
（７条６号）
・訴訟記録に記載された所有財産に関する情報は、納税者から収集した税務情報である。税務調査により収集し
た秘匿性の高い情報を公にすることは、納税者の税務行政に対する信頼を損ない、税務調査において任意の協力
を得られなくなるなど、行政運営に支障をきたすため。
・損害賠償額、概算損害賠償額を開示することで被控訴人が所有する不動産の課税標準額及び税額を算出するこ
とが可能となり、これらを開示したことと同様の結果を招く。税務調査により収集した秘匿性の高い情報を公に
することは、納税者の税務行政に対する信頼を損ない、税務調査において任意の協力を得られなくなるなど、行
政運営に支障をきたすため。

主税局資産
税部計画課

2 R2.3.12 R2.3.25
固定資産税評価額通知依頼書（平成29年11月21日収受）及び豊島都税事
務所あての封筒 3 1 1 1

（７条２号）
・登記申請人の住所、氏名は、特定の個人を識別することができるものに該当するため。
・封筒の取扱郵便局は登記申請人の住所が推察される情報であり、他の情報と照合することにより特定の個人を
識別することが可能となるため。
・納税通知書番号は、都税事務所が納税者を惜別するために納税義務者ごとに付番するものであり、当該事項が
第三者に知れると、なりすましにより所有者の財産情報が漏洩するものであり、公にすることにより、個人の権
利利益を害するおそれがあるため。
（７条３号）
・登記申請人の所在、名称は特定の法人の資産に関する情報であり、公にすることで、当該法人等の競争上又は
事業運営上の地位その他社会的な地位が損なわれるものに該当するため。
・封筒の取扱郵便局は登記申請人の所在が推察される情報であり、他の情報と照合することにより特定の法人を
識別することが可能となるため。

主税局豊島
都税事務所
固定資産税
課

3 R2.3.9 R2.3.30
東京地方裁判所判決書（不動産取得税賦課処分取消請求事件）
（口頭弁論終結日　令和元年10月1日） 27 1 1 1 1

（７条２号）
事件番号は、事件が特定できる情報のため、開示すれば裁判所において訴訟記録の閲覧が可能となり、公にして
しまうと、当該個人情報及び本処分で非開示とした情報を開示したのと同様の結果を招くため。
・原告氏名及び住所、訴外個人名は特定の個人を識別できる情報であると認められるため。
・訴外被相続人名は特定の個人を識別できる情報であると認められるため。
・不動産取得税の課税額は個人の資産に関する情報であり、これを公にすることにより、個人の権利利益を害す
るおそれがあると認められるため。
・引用している判決文の事件番号は事件が特定できる情報のため、開示すれば裁判所において訴訟記録の閲覧が
可能となり、公にしてしまうと当該個人情報及び本処分で非開示とした情報を開示したのと同様の結果を招くた
め。
・判決言渡日、裁判所支部名称、裁判官名、書記官名はその他の開示された情報やホームページ等に載っている
情報と照合することにより、請求対象の訴訟事件の特定につながり得る情報であり、公にしてしまうと、請求に
対して非開示とした情報や訴訟記録に含まれている特定の個人を識別することができる情報を開示することと同
様の結果を招くため。
・係争に係る不動産の所在、地番及び家屋番号は個人の資産に関する情報であり、これを公にすることにより、
個人の権利利益を害するおそれがあると認められるため。
（７条３号）
・引用している判決文の事件番号は事件が特定できる情報のため、開示すれば裁判所において訴訟記録の閲覧が
可能となり、公にしてしまうと法人の事業運営上の地位その他社会的な地位が損なわれるおそれがあるため。
（７条６号）
・不動産取得税の課税額は税務情報であり、開示することにより賦課徴収事務の適正な遂行に支障を及ぼすおそ
れがあるため。

主税局資産
税部計画課

決定区分 （根拠規定）条例７条

表の見方

＜決定区分＞

・開示、一部開示、非開示（開示しない）、不存在（文書が存在しない）、存否応答拒否（文書があるかないかを明らかにしない）のうち、該当する項目に「１」を記入しています。

＜（根拠規定）条例7条＞
・一部開示及び非開示について、条例７条各号のいずれを根拠として非開示としたのかについて、該当する項目に「１」を記入しています。

＜公文書の件名＞について

・特定の個人名、法人名、またそれらの特定に結びつく可能性のある情報は○○と表記しています。

・決定区分が不存在の場合や存否応答拒否の場合は、開示請求書の請求件名を記載しています。ただし、個人情報・法人情報保護に配慮し、簡潔に表記する場合があります。


